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別添資料１ 



障害者相談支援事業について 

      

  

  

１ 

  

  

➀994 

57% 

➁570 

33% 

➂177 

10% 

障害者相談支援事業の実施形態 

①単独で実施 

②複数市町村

共同で実施 

③単独＋複数

市町村共同で

実施 

  
市町村数：1,741 

➀173 

10% 

➁1,269 

73% 

➂299 

17% 

障害者相談支援事業の実施方法 

①直営で実施 

②指定特定・指定

一般・指定障害児

相談支援事業所

に委託で実施 

③直営で実施＋

指定特定・指定一

般・指定障害児相

談支援事業所に

委託で実施 

    市町村数：1,741 

➀1,452 

83% 

➁242 

14% 

➂34 

2% 

➃13 

1% 

障害者相談支援事業の運営方法 

①３障害一元化して実

施 

②障害種別ごとに実施 

③地域包括支援セン

ターと一体的に実施（３

障害一元化） 
④その他 

  

  

※ 「地域包括支援センターと一体的に実施（３障害一元化）」と、「３障害一 
 元化して実施」又は「障害種別ごとに実施」の場合は、「地域包括支援セン 
 ターと一体的に実施（３障害一元化）」に集計  

※ 「３障害一元化して実施」と「障害種別ごとに実施」の場合は、「３障害一 
 元化して実施」に集計 

市町村数：1,741 

➀523 

30% 

➁921 

53% 

➂213 

12% 

➃84 

5% 

障害者相談支援事業の対応日 

①365日対応し

ている 

②平日（月～

金）のみ対応し

ている 
③平日（月～

金）＋土曜日対

応している 
④その他 

  市町村数：1,741   

➀197 

11% 

➁610 

35% 

➂934 

54% 

障害者相談支援事業の対応時間 

①24時間対応

（夜間は宿直に

より対応） 

②24時間対応

（夜間は携帯電

話により対応） 

③24時間対応し

ていない 

市町村数：1,741 

➀132 

8% 

➁373 

21% 

➂18 

1% 

➃65 

4% 

➄237 

13% 

➅916 

53% 

障害者相談支援事業の対応日・対応時間 

①365日対応＋24時

間（夜間は夜勤又は

宿直）対応 
②365日対応＋24時

間（夜間は携帯）対応 

③365日対応＋24時

間対応なし 

④365日対応していな

い＋24時間（夜間は

夜勤又は宿直）対応 
⑤365日対応していな

い＋24時間（夜間は

携帯 
⑥365日対応していな

い＋24時間対応なし 

    

  
市町村数：1,741 

365日対応+24時間対応 
505  29％ 



障害者相談支援事業について 

２ 

 
 
○ 235.8億円 
  

※ 地域活動支援センターⅠ型が行う相談支援業務以外の事業費や居住サポート事業費などを含めて報告している市町村が存在するため、必ずしも正確な
市町村の相談支援に係る委託費の予算額とはなっていない。 

  
※ 1,741市町村のうち相談支援を指定相談支援事業者へ委託している市町村数（1,568市町村）で単純に割った場合、1市町村当たり1,504万円。 
      （委託している市町村（1,568市町村）の中には、「委託」のみの市町村と、「直営＋委託」を組み合わせている市町村の両方が含まれていることに注意が必
要。） 

 

障害者相談支援事業に係る委託費の予算額の総計（Ｈ２９年度） 
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ピアカウンセリングの実施状況（対象障害別） 

  実施市町村数：637 

① 
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障害者相談支援事業の実施状況 ①福祉サービスの利

用援助 

②社会資源を活用す

るための支援 

③社会生活力を高め

るための支援 

④ピアカウンセリング 

⑤権利の擁護のため

に必要な援助 

⑥専門機関の紹介 

⑦地域包括支援セン

ターとの情報交換 

⑧生活困窮者相談窓

口との情報交換 

⑨重度障害者への支

援（訪問等） 

市町村数：1,741 



３ 

（参考）障害者相談支援事業を直営又は直営＋委託で行う場合の「直営部分」の実施状況 

    

  
    

  
  

  

  

  

    

  

➀421 

82% 

➁62 

12% 

➂19 

4% 

➃3 

1% 

➄6 

1% 

窓口の設置場所 

①市町村役所 

②公共施設 

③障害福祉サービス事業所

内 

④障害者支援施設 

⑤その他 

    

  
    

  

直営部分の窓口数：511 

①636 

②950 

③334 

④466 

⑤137 
➅194 

⑦52 

⑧456 
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専門的職員の人数 

①社会福祉士 

②保健師 

③精神保健福祉士 

④看護師・准看護師 

⑤介護福祉士 

⑥介護支援専門員 

⑦臨床心理士 

⑧その他の専門的職員 

  

  

  

  

相談支援の業務に従事する者の人数 ：3,046 

※１人の者が複数の資格を有する場合は、複数に人数を計上 

①36 

 68% 

②8 

 15% 

③9 

 17% 

ピアカウンセラーの人数 

①身体障害 

②知的障害 

③精神障害 

    

  

ピアカウンセラーの人数：53 



４ 

（参考）障害者相談支援事業を直営又は直営＋委託で行う場合の「直営部分」の実施状況 

                    

  

                    

  

            

  

  

  

  

    

  

①45 

 9% 

②445 

 87% 

➂11 

 2% 

④10 

 2% 

対応日 

①365日 

②平日 

（月～金） 

③平日＋土曜日 

④その他 

            直営部分の窓口数：511 

①63 

 12% 

②34 

 7% 

③414 

 81% 

対応時間 

①24時間対応

（夜間は宿直） 

②24時間対応

（夜間は携帯） 

③24時間対応

していない 

        

  

            直営部分の窓口数：511 

①26 

 5% 

②17 

 3% ③2 

 1% ④37 

 7% 

⑤17 

 3% 

➅412 

 81% 

対応日・対応時間 

①365日＋24時間

（夜間は夜勤又は

宿直） 
②365日＋24時間

（夜間は携帯） 

③365日＋24時間

対応なし 

④365日対応なし

＋24時間（夜間は

夜勤又は宿直） 
⑤365日対応なし

＋24時間（夜間は

携帯 
⑥365日対応なし

＋24時間対応なし 

        

  

            直営部分の窓口数：511 365日対応+24時間対応 
43 8％ 

①424 

 83% 

②26 

 5% 

③19 

 4% ④42 

 8% 

相談支援事業の障害種別等別の対象者 

①3障害＋障害児 

②3障害のみ 

③障害児のみ 

④その他 

    

  
直営部分の窓口数：511 

①42 
②36 

③22 

④56 

⑤120 
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他機関と一体的に総合的な窓口を設置している窓口 

①地域包括支援センター関係 

②保健・子育て・発達支援関係 

③就労支援関係 

④市町村総合相談関係 

⑤虐待防止センター関係 

  

  

  

  

一体的に総合的な窓口を 
設置している窓口数:276 

※１つの窓口が複数の関係機関と一体的に総合的な窓口を設置している場合は、複数計上 



５ 

基幹相談支援センターについて 

      

  

      

  
    

  

  

  

              

➀295 

17% 

➁220 

13% ➂3 

0% 

➃58 

3% 

➄1,165 

67% 

基幹相談支援センターの設置状況 

①市町村単独で設置 

②複数市町村共同で設置 

③市町村単独＋複数市町村

共同で設置 

④平成29年度中に設置予定 

⑤平成29年度においては設

置予定はない 

      

  

  市町村数：1,741 

➀153 

28% 

➁138 

25% 

➂144 

27% 

➃22 

4% 

➄87 

16% 

窓口の設置場所 

①市町村役所 

②公共施設 

③障害福祉サービス事業所内 

④障害者支援施設 

⑤その他 

    

  
    

  

設置箇所数：544 

➀99 

18% 

➁434 

80% 

➂11 

2% 

基幹相談支援センターの設置方法 

①直営で設置 

②指定相談

支援事業所に

委託 

➂直営＋指

定相談支援

事業所に委託 

    

  

  設置箇所数：544 

➀20 

4% 

➁62 

14% 

➂332 

75% 

④31 

7% 

委託により設置する場合の委託先の 

相談支援に係る指定状況 

①一般相談支援

事業所の指定あり 

②特定相談支援

事業所の指定あり 

③一般+特定相談

支援事業所の指

定あり 
④一般+特定相談

支援事業所の指

定なし 

      
委託により設置している箇所数：445 

➀359 

81% 

➁86 

19% 

委託により設置する場合の 

障害者相談支援事業の委託状況 

①委託あり 

②委託なし 

      
委託により設置している箇所数：445 



基幹相談支援センター等機能強化事業について 

６ 

  

  
  

  

  

➀861 

50% 

➁880 

50% 

基幹相談支援センター等機能強化事業の実施状況 

①実施 

②未実施 

  
市町村数：1,741 

➀680 

➁147 

➂591 

➃399 
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基幹相談支援センター等機能強化事業の専門職員の資格 

①社会福祉士 

②保健師 

③精神保健福祉士 

④その他 

  
  

  

  

実施市町村数：861 
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基幹相談支援センター等機能強化事業の実施状況（経年比較） 

実施市

町村数 

実施率 



７ 

住宅入居等支援事業（居住サポート事業）について 
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住宅入居等支援事業の実施状況（経年比較） 

実施市

町村数 

実施率 

※平成23年4月1日の実施状況は、被災３県を除くデータ。 

①269 

 15% 

②1,472 

 85% 

住宅入居等支援事業の実施状況 

①実施 

②未実施 

    
市町村数：1,741 

➀26 

9% 

➁230 

84% 

➂8 

3% 

➃10 

4% 

住宅入居等支援事業の実施方法 

①直営で実施 

②指定相談支援事業

者に委託で実施 

③不動産業者に委託

で実施 

④その他 

  

※ 複数の実施方法で実施している場合、ダブルカウントしているため、 
  合計数は実施市町村数と一致しない。 

  実施市町村数：269 
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住宅入居等支援事業の実施内容 

①障害者向け住宅の確保、リ

ストの作成 

②入居支援（物件斡旋依頼、

入居契約手続き支援） 

③24時間支援（緊急時の相

談支援、関係機関との連絡・

調整等） 

④関係機関によるサポート体

制の調整 

⑤その他 

  

実施市町村数：269 

※経過的取扱い 
  現に障害者支援施設等に入所している障害者又は精神科病院に入院している精神障害者に対す 
 る入居支援及び居住支援のための関係機関によるサポート体制の調整及び２４時間支援について 
 は、地域移行支援・地域定着支援の実施体制が整備されるまでの間、経過的に実施できるもの。 
 
 



住宅入居等支援事業（居住サポート事業）について 

８ 

【住宅入居等支援事業の実利用者数】 

   3,549人 
  
（主な内訳） 
 ・入居支援の実利用者数 
    979人 
（一般住宅への入居に結びついた実利用者数 757人） 

 ・２４時間支援の登録者数 
    651人 

住宅入居等支援事業の実利用者数等（Ｈ28年度） 

実施市町村数：269 
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一般住宅への入居に結びついた件数（経年比較） 



成年後見制度利用支援事業について 

９ 
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成年後見制度利用支援事業の実施状況（経年比較） 

実施市

町村数 

実施率 

※平成23年4月1日の実施状況は、被災３県を除くデータ。 

①1,485 

 85% 

②38 

 2% 
③218 

 13% 

成年後見制度利用支援事業の実施状況 

①実施 

②Ｈ29年度中に実

施予定 

③未実施 

    
市町村数：1,741 

①820 

 55% 

②665 

 45% 

成年後見制度利用支援事業の対象者 

①市町村長申立てのみ 

②市町村長申立て以外も含む 

      

実施市町村数：1,485 



成年後見制度利用支援事業について 

１０ 

成年後見制度利用支援事業の助成額（Ｈ２８年度） 

 
【助成額総額】 
○申立費用のみ助成：14,718,527円 
○成年後見人等の報酬のみ助成：382,450,686円 
○申立費用及び成年後見人等の報酬を助成：33,261,597円 
○合計：430,430,810円 

 
【利用者１人当たりの平均助成額（年間）】 
○申立費用のみ助成：19,140円 
○成年後見人等の報酬のみ助成：224,971円 
○申立費用及び成年後見人等の報酬を助成：101,407円 
※ 助成額総額（全国ベース）を利用者数（助成対象別）（Ｈ28年
度）で単純に割った場合の助成額 

利用者数：    2,797 
実施市町村数： 1,485 
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成年後見制度利用支援事業の利用者数（経年比較） 

※平成22年度の利用者数は、被災３県を除くデータ。 

①769 

 27% 

②1,700 

 61% 

③328 

 12% 

成年後見制度利用支援事業の利用者数（助成対象別） 

①申立費用のみ助成 

②成年後見人の報酬のみ助

成 

③申立費用及び成年後見人

の報酬を助成 

          
利用者数：2,797 



成年後見制度法人後見支援事業について 

１１ 

                    

①210 

 12% 

②103 

 6% 

③72 

 4% 

④1,356 

 78% 

成年後見制度法人後見支援事業の実施状況 

①単独で実施 

②複数市町村共同で実施 

③H29年度中に実施予定 

④未実施 

                    市町村数：1,741 

①81 

 26% 

②232 

 74% 

成年後見制度法人後見支援事業の実施方法 

①直営 

②委託 

実施市町村数：313 

①174 

 28% 

②185 

 29% 

③186 

 30% 

④83 

 13% 

成年後見制度法人後見支援事業において実施している事業内容 

①法人後見実施のための研

修 

②法人後見の活動を安定的

に実施するための組織体制

の構築 

③法人後見の適切な活動の

ための支援 

④その他、立ち上げ支援な

ど、法人後見の活動の推進 

※ 複数の事業を実施している場合、ダブルカウントしているため、合計数は 
  実施市町村数と一致しない。 

実施市町村数：313 



（自立支援）協議会について 

１２ 
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79% 85% 89% 

94% 95% 95% 96% 97% 97% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

Ｈ20年 Ｈ21年 Ｈ22年 Ｈ23年 Ｈ24年 Ｈ25年 Ｈ26年 Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年 

実
施
率

 実
施
市
町
村
数

 

（自立支援）協議会の設置状況（経年比較） 

設置

市町

村数 

設置

率 

※平成23年4月1日以前の設置状況は、地域自立支援協議会の設置状況。 
※平成23年4月1日の設置状況は、被災３県を除くデータ。 
※平成25年4月1日の設置状況は、未提出の自治体を除いた暫定値。 

➀ 

1,692 
97% 

➁49 

3% 

（自立支援）協議会の 

設置状況 

①設置 

②未設置 

  

    
市町村数：1,741 

➀936 

78% 

➁213 

18% 

➂54 

4% 

（自立支援）協議会の事務局の 

運営方法 

①直営で実施 

②委託で実施 

③その他 

    

  

  

協議会数：1,203 

63％（755 ） 
23％（274） 

10％（115）  
60％（719） 

22％（259） 
23％（274 ） 

29％（343） 
69％（829） 

18％（211） 
14％（167） 

56％（677） 
51％（611） 

32％（379） 
23％（282） 

84％（1,014） 
23％（276） 
23％（278） 

76％（910） 
67％（807） 

89％（1,067） 
16％（189） 

42％（509） 
33％（402） 

73％（884） 

0 200 400 600 800 1,000 1,200

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他 
地域住民の代表者 

主任児童委員 
民生委員・児童委員 
知的障害者相談員 
身体障害者相談員 

都道府県(行政職員) 
市町村(行政職員) 

児童相談所 
保育所 

保健所・保健センター 
公共職業安定所（ハローワーク） 

大学等（学識経験者など） 
権利擁護関係団体(権利擁護関係者) 

障害当事者団体・障害当事者(障害者相談員を除く) 
高齢者介護の関係機関 

民間企業 
教育関係機関（特別支援学校など） 

医療機関（病院・診療所など） 
障害福祉サービス事業者 
発達障害者支援センター 

障害者就業・生活支援センター 
指定一般・特定・障害児相談支援事業者（相談支援事業の委託なし） 
指定一般・特定・障害児相談支援事業者（相談支援事業の委託あり） 

各機関に所属している者をメンバーとしている協議会の割合 

（自立支援）協議会の構成メンバー（所属別） 
  協議会数：1,203 



      

（自立支援）協議会 専門部会について 

１３ 

        

０回 

129 

11% 

１回 

360 

30% 
２回 

390 

32% 

３回 

174 

14% 

 

４回 

以上 

150 

13% 

（自立支援）協議会の開催実績※専門部

会を除く 

０回 

１回 

２回 

３回 

４回以上 

設置市町村：1,203 

➀919 

76% 

➁284 

24% 

（自立支援）協議会専門部会の設置状況 

①設置 

②未設置 

      

協議会数：1,203 

➀ 

264 
➁ 

190 

➂ 

51 

➃ 

618 ➄ 
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専門部会（課題別）の設置状況 

①権利擁護関

係 

②地域移行関

係 

③退院促進関

係 

④就労関係 

⑤子ども関係 

⑥相談支援係 

⑦地域生活・生

活支援関係 

⑧精神関係 

⑨その他 

専門部会（課題別）設置数：864 

➀ 

1,005  
➁ 

971 
➂ 
265 

➃ 

3,328 

➄ 

2,954 

➅ 

4,009 

➆ 

2,657 

➇ 
806 

➈ 

2,187  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

開催回数 

専門部会（課題別）の開催実績 

①権利擁護関

係 
②地域移行関

係 
③退院促進関

係 
④就労関係 

⑤子ども関係 

⑥相談支援係 

⑦地域生活・

生活支援関係 
⑧精神関係 

➈その他 

    専門部会（課題別）設置数：864 

3.8 5.1 

5.2 

5.4 

5.4 

6.9 

5.9 

5.6 

※ グラフ上の数値は１部会あたりの年間開催回数 
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（自立支援）協議会の専門部会の種類 

①課題別 

②障害別 

③地域別 

④その他 

  専門部会設置 
協議会数：919 



指定特定・指定障害児相談支援事業所等について 

１４ 

    

  
    

  

    

  
    

  

1,801  1,851  1,778  1,964  1,691  2,032  2,252  1,952  2,067  2,365  

934  1,062  1,065  943  1,160  

2,529  

3,690  

5,975  
6,617  

6,999  
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8,000

9,000

10,000

Ｈ20年 Ｈ21年 Ｈ22年 Ｈ23年 Ｈ24年 Ｈ25年 Ｈ26年 Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年 

指定特定・指定障害児相談支援事業所数（経年比較） 

市町村から

障害者相談

支援事業の

委託を受け

ていない事

業所 

市町村から

障害者相談

支援事業の

委託を受け

ている事業

所 

※Ｈ23年度以前のデータは、指定相談支援事業所数 
※Ｈ23年4月1日の指定相談支援事業所数は、被災３県を除くデータ。 

指定特定・指定
障害児相談支
援事業所のうち 

2,735 
2,907 

2,843 2,913 

7,927 

5,942 

4,561 

2,851 

8,684 
9,364 

①324 

 3% 

②4,636 

 50% 

③424 

 5% 

④341 

 4% 

⑤37 

 0% 

➅1,599 

 17% 

⑦1,625 

 17% 

⑧378 

 4% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所の運営主体 

①地方公共団体 

➁社会福祉法人 

③医療法人        

④社団・財団法人 

⑤協同組合     

⑥営利法人     

⑦特定非営利法人  

⑧その他              

    

  
    

  

指定特定・指定障害児 
相談支援事業所数：9,364 

①149 

 2% 
②581 

 6% 

③6,286 

 67% 

④1,008 

 11% 

⑤1,340 

 14% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所の窓口の設置場所 

①市町村役所 

②公共施設 

③障害福祉サービス事業所内 

④障害者支援施設 

⑤その他 

    

  
    

  
指定特定・指定障害児 
相談支援事業所数：9,364 



指定特定・指定障害児相談支援事業所等について 

１５ 

  

  

  

  

    

  

  

①6,101 
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指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている専門的職員の人数 

①社会福祉士 

②保健師 

③精神保健福祉士 

④看護師・准看護師 

⑤介護福祉士 

⑥介護支援専門員 

⑦臨床心理士 

⑧その他の専門的職員 

  

  

このうち、相談支援専門員の人数：19,083 
   相談支援専門員以外の人数：4,673 

  

相談支援の業務に従事する者の人数：23,756 

※１人の者が複数の資格を有する場合は、複数に人数を計上 
※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も併せて 
  受けている場合、指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する者の人数も含めて計上 
  している。 

①508 

 49% 

②171 

 16% 

③361 

 35% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所に 

配置されているピアカウンセラーの人数 

①身体障害 

②知的障害 

③精神障害 

    

  
ピアカウンセラーの人数：1,040 
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指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている 

相談支援専門員の人数（経年比） 

  

※Ｈ23年度以前のデータは、指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の人数。 
※Ｈ23年4月1日の相談支援専門員の人数は、被災３県を除くデータ。 
※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も 
  併せて受けている場合、指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する相談支援 
  専門員の人数も含めて計上している。 



１６ 

指定特定・指定障害児相談支援事業所等について 

    

  
  

  

  

  

                  

  

                    

  

                  

  

            

①836 

 9% 

②6,725 

 72% 

③1,044 

 11% 

④759 

 8% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所

の対応日 

①365日 

②平日（月～

金） 

③平日＋土曜

日 

④その他 

          
指定特定・指定障害児 
相談支援事業所数：9,364 

①185 

 2% 

②2,126 

 23% 

③7,053 

 75% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所

の対応時間 

①24時間対応

（夜間は宿直） 

②24時間対応

（夜間は携帯） 

③24時間対応

していない 

        

  

            
指定特定・指定障害児 
相談支援事業所数：9,364 

①84 

 1% 
②676 

 7% 
③76 

 1% 

④101 

 1% 

⑤1,450 
 15% 

➅6,977 

 75% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所の 

対応日・対応時間 

①365日対応＋24時間

（夜間は夜勤又は宿

直）対応 
②365日対応＋24時間

（夜間は携帯）対応 

③365日対応＋24時間

対応なし 

④365日対応していない

＋24時間（夜間は夜勤

又は宿直）対応 
⑤365日対応していない

＋24時間（夜間は携帯 

⑥365日対応していない

＋24時間対応なし 

        

  

          

365日対応+24時間対応 
760 8％ 

        

  

          指定特定・指定障害児 
相談支援事業所数：9,364 

①5,728 

 61% 

②1,658 

 18% 

③506 

 5% 

④1,472 

 16% 

相談支援事業の障害種別等別の対象者 

①3障害＋障害児 

②3障害のみ 

③障害児のみ 

④その他 

    

  
指定特定・指定障害児 
相談支援事業所数：9,364 
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他機関と一体的に総合的な窓口を設置している窓口 

①地域包括支援センター

関係 

②保健・子育て・発達支

援関係 

③就労支援関係 

④市町村総合相談関係 

⑤虐待防止センター関係 

  

  

  

  

一体的に総合的な窓口を 
設置している 
指定特定・指定障害児 
相談支援事業所数：337 

※１つの窓口が複数の関係機関と一体的に総合的な窓口を設置している場合は、複数計上 


